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英語教育における EFL と ESL の違いについて




　The aim of this paper is, first, to make clear the distinction between EFL (English as a for-
eign language) and ESL (English as a second language), and second, to reconfirm that the 
mainstream of English language teaching of Japan is classified as the EFL type and, there-
fore, to maintain that innovations in this field  should be promoted within the framework of 
the EFL context.
はじめに











た。その後、1970年代に入り、英語が世界的に普及していくにつれて、EIAL（English as an 
International Auxiliary Language）、EAL（English as an Additional Language）、ELWC
（English as a Language of Wider Communication）などの用語が追加されるようになった（金
田 2002）。また、特に、アメリカにおいて、EFL と ESL 双方を包含する概念として、ESOL
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（English for Speakers of Other Languages）、TESOL（Teachers of English to Speakers of 
Other Languages）も使われている。これらの用語は、習得した英語の用途に焦点を当てたも
のという印象を受けるので、本論では、英語の習得環境、教育目標、教育制度内での位置づけ
の違いに焦点を当てるために、EFL と ESL の２つの用語を代表値として抽出し、それらを対
比する形で考察を進める。なお、近年隆盛をみている Second Language Acquisition（SLA：
第二言語習得）研究における second language の範囲は foreign language をも含んで広義に用
いられるが、本論で取り上げる ESL 中の second language は狭義のものである。
２．EFL 国と ESL 国のちがい
　社会言語学者である Kachru（1982, 1992）は、英語が使用される社会文化的環境を３重の
同心円図で表現している（下図）。中心核に英語国（English-mother-tongue countries）を据
えて Inner Circle とし、その外縁に Outer Circle, さらに最外縁に Expanding Circle としてい
るが、Outer circle は ESL 環境 / 使用者群、Expanding Circle が EFL 環境 / 使用者群という
図式である。この定義では、ESL は英語国内と非英語国内とに下位区分されている。
1. Inner Circle
   (ESL in English-mother-tongue countries)
2. Outer Circle




















A S 公用語 小１ 小１ 必 87 45.0 1.95
B S 公用語 小１ 小３ 必 82 61.0 10.85
C S&W 外国語 小１ 一部 必 72 77.9 260.69
D S&W 外国語 小３ 無 必 76 85.2 515.43
日本 S&W 外国語 中１* 小５ 無 必 66 99.8 4,909.27
F S&W 公用語 高１ 無 選 無 99.7 14,204.32
S：Spoken Language（話しことば）W：Written Language（書きことば）
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以上のような諸要因の違いにより、ESL 国の生徒の英語への接触量は EFL 国に比して格段に
多くなり、TOEFL のスコアも当然のことながら高くなる。しかし、国民全体への教育の普及
度は低いため識字率は ESL 国ほど低く、GDP も同様に低い。このように、外国語への依存度
の多寡は国力の現状と密接に関係していることがわかる。
３．言語能力の二層構造：BICS と CALP
　ESL と EFL のちがいを、それぞれが目標とする言語能力のちがいから説明してみる。ここ
では、Cummins（1979）が提唱した２つの概念を用いる。すなわち、BICS（Basic Interper-



















この区別について興味深い仮説がある。それは、同一言語内にあっても、BICS と CALP とは





究によれば、共通の基礎語彙がある一方で、Narrative には BICS 系の語彙が、Expository に
は CALP 系の語彙がそれぞれ含まれており、Narrative の多読（Wide Reading, Free Read-
ing）が学力の基礎となる語彙力につながる保証はない、と結論づけている。
　BICS と CALP の違いも加味して、EFL と ESL の違いを整理してみると表３のようになる。
（表３）EFL/ESL と BICS/CALP
EFL ESL
学習目標 英語の CALP 英語の BICS ＋ CALP
主たる教師 英語 non-native speaker 英語 native/SL speaker









　伝統的に、EFL 型英語教育の主たる学習目標は CALP であり、英語学習は中等教育から開
始され、初等教育において習得した L1の CALP に英語を追加することになる。その意味では、
英語教育の目標は CALP の bilingual の育成である。教育制度の観点からは、近代教育制度は、
人間が母語の話しことばの習得をほぼ終了する５〜６歳を待って初等教育を開始し、５〜６年

















等教育の段階から英語を授業用言語として使用せざるを得ず、英語の BICS と CALP の双方
を習得しなければならない。英語学習は初等教育から開始され、初期の段階では生徒の L1と
英語の BICS の bilingual になることが目標とされるが、学年が進むにつれて英語の CALP の
monolingual の育成を目指すことになる。特に中等教育以降では、ESL 型英語教育では、事実
上英語の monolingual の育成を目標にすることになる。英語は第二言語でありながら、教育の







　EFL 型英語教育の目標とする英語モデルは native speaker（NS）の規範（発音、語法、文化）














































論点１：日本はなぜ明治期の英学（＝ ESL 型）から EFL 型に移行したのか。なぜそのまま
ESL 型に固定しなかったのか。






































論点２：日本の英語教育では、習得目標を CALP → BICS へシフトしてよいか。








の考え方（Form is best learned when the speaker’s attention is focused on meaning.）に基
づいていた。この考え方に基づくシラバス（procedural syllabus）と伝統的な文法シラバス
（grammatical syllabus）を用いた英語指導の比較実験も実施された。その代表的なものにイン
ドで行われた Bangalore Project（Prabhu 1987）があり、それなりの有効性も報告されている。
　CLT はもともとヨーロッパ評議会（Council of Europe）が成人教育の一環として始めた現
代語教育（modern language teaching）プログラムに端を発したもので、その趣旨は現代語教




になったのである。その結果、本来 needs-based program であった CLT が会話練習を中心と
した指導法と誤認されることになった。そして、現在、英語の BICS を教える教授法として、
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　ヨーロッパ諸国では、指導理論としての CLT に対して、疑義が出されて久しい。CLT 盛ん
なりし1980年代中葉において、すでに Swan（1985a, 1985b）は CLT の限界を指摘し、過度の
期待をすることに警告を発しているのである。たとえば、イギリスの中等教育で行われている
現代語教育は伝統的な CALP 中心から BICS へと変容したために、中等教育修了試験である









ている（Hu 2002）。同じく、Henrichsen（1989）は、Fries の Oral Approach を単なる入門期
の音声指導法でなく、日本の英語教育を音声言語中心へと変革していくための旗手として捉え、
日本における Oral Approach の推進母体である英語教育協議会（English Language Education 
Council: ELEC）の努力（1956〜1968）の成否を社会学的な手法を用いて分析しているが、こ
の改革運動は結局実らなかったと結論づけている（沖原 1999）。これらの思潮や試みは、いず
れも CALP 習得を目標とする中等学校の EFL 型英語教育の改革・改善策として、BICS 中心
の内容へとシフトしていく動きと見ることができるが、所期の成果をあげるに至っていない。
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論点３：21世紀の英語教育モデルは EFL 型→ Global English へとシフトしていくとの予測
（Graddol 2006）をどう見るか。また、日本の EFL 型英語教育は今後のどのように展開してい
けばいいのか。
　イギリスの応用言語学者である David Graddol は、アジア地域における急激な人口増加と、
中国とインドを筆頭にした急激な経済成長は、英語の普及を飛躍的に推進するという。そして、
英語でのコミュニケーションの大半は non-native speaker 同士の交流になると分析する。その




（１）　英語のモデル：イギリス英語とかアメリカ英語といった native speaker モデルでなく、














あげられる。その結果、英語学習の目標として native speaker モデルがなくなり、開始時期
も初等教育に下げられ、学習動機は道具的なものになってくれば、EFL 型英語教育は次第に
存在感を失ってくることになるのであろう。このような変化の帰結として、native speaker 信
仰がくずれ、monolingual native speaker の価値が激減することになるとも付け加えている。
　全体的には、Global English への流れは緩やかに進行しているが、EFL/ESL の枠組みを解
消させるほどの変化ではなさそうである。したがって、GE 型英語教育へ対応するために、現
行システムを抜本的に見直すまでもないとの印象を受ける。日本の EFL 型英語教育の今後の
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展望について、上記の項目ごとにコメントをつけてみる。
（１）　学習目標となる英語モデルは、現状のアメリカ英語（一部イギリス英語）のままでよい。
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